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１ はじめに 










  従来の高卒用求人票は、Ｂ４版縦置き片面の様式であった(1)。 










    事業所は、受理・確認印のある高卒用求人票を、必要枚数コピーし求人する高等学校
に郵送または持参する。 












  (1) 高卒用求人票はＡ４版縦置き両面とし、新たな様式(2)とする。 
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  (2) 求人事業所の採用担当者は、求人申込書(3)に記入する。それをコンピュータで読み込み、 
   求人票を打ち出す。したがって手書きの求人票はなくなる。 
 
 しかし、高等学校側は国の動きを何も知らなかった。厚生労働省並びに文部科学省は突然求







○2011（平成 23）年２月４日 「平成 22 年度新規高等学校卒業者就職問題連絡会議」 
         会 場：厚生労働省 12 階 専用第 12 会議室 
         出席者：各都道府県の高等学校進路指導研究会事務局長 
 
  高卒用求人票の新様式（以下、「新求人票」と表記する）が初めて示され、「運用開始時 
 期は 2011（平成 23）年度から予定」と説明される。 
 
 本連絡会議終了後、その場で近畿高等学校進路指導連絡協議会(5)（以下、「近進協」と表記






○2011（平成 23）年２月 15 日 府進路研 平成 22 年度第 11 回委員会 
         会 場：大阪府立清水谷高等学校 会議室 
 ・2011（平成 23）年２月４日「平成 22 年度新規高等学校卒業者就職問題連絡会議」におい 
  て示された新求人票に関する報告が行われた。 
 
○2011（平成 23）年２月 18 日 近進協 平成 22 年度第４回協議会 
         会 場：大阪市立咲くやこの花高等学校 会議室 
         出席者：近畿２府４県の公立・私立高校進路研究会関係者 
 
 ・2011（平成 23）年２月４日「平成 22 年度新規高等学校卒業者就職問題連絡会議」におい 
  て示された新求人票に関する報告が行われた。 
 ・各府県より寄せられた新求人票に関する問題点、運用面での問題点・疑問点の整理が行わ 
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  れた。 
 ・大阪労働局から新求人票導入に関する作業状況の説明があった。 
 ・新求人票の書式や運用面に関して、このままでは問題点が多いので労働局ルート、近進協 
  ルートで今年度中に厚生労働省へ要望することが確認された。 
 
○2011（平成 23）年３月 11 日 東日本大震災発生 
 
○2011（平成 23）年４月７日 事務連絡「高卒求人情報ＷＥＢサービスのシステム移行および 
         求人票変更の延期について」（7）が発出された。 
 
 ・同事務連絡は、全高進→近進協→近畿各府県及び市・私学進路指導研究会事務局へ、メー 
  ル添付ＰＤＦ形式で提供される。 
 
○2011（平成 23）年４月 12 日 府進路研 平成 23 年度第 1 回総会 
         会 場：大阪府立西野田工科高等学校 ５階視聴覚室 
 ・事務連絡「高卒求人情報ＷＥＢサービスのシステム移行および求人票変更の延期について」 
  を配布 
 
○2011（平成 23）年４月 15 日 近進協 平成 23 年度第１回幹事会 
         会 場：大阪府立鳳高等学校 同窓会館 
 
 ・新求人票の運用開始時期は 2012（平成 24）年度からに延期され時間的な余裕ができたこと 
  から、問題点、疑問点をさらに整理して厚生労働省へ要望文書を送ることが確認された。 
 
○2011（平成 23）年４月 22 日 近進協 平成 23 年度第１回協議会 
         会 場：大阪府立鳳高等学校 同窓会館 
 ＜協議の内容＞ 
 ・近進協の平成 23 年度事業計画に「求人票の書式変更の動きに関して情報収集を行い、各府 
  県が統一した対応ができるよう協議する」を加える。 
 ・新求人票の導入に関して時間的な余裕ができたので京都府が用意した問題点、疑問点に関 
  する文書を叩き台にしてさらに整理し、厚生労働省へ要望文書を送ることを確認した。 
 ・厚生労働省宛の要望文書の発送期限、送付先の確認を大阪府教育委員会事務局教育振興室 
  高等学校課に依頼することになった。 
 
○2011（平成 23）年５月 17 日 府進路研 平成 23 年度第２回総会 
         会 場：大阪府立夕陽丘高等学校 ヴィオラホール 
 ・新求人票の様式を、全府立学校進路指導主事に配布 
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○2011（平成 23）年６月４日 全高進 常任理事会 
         会 場：東京都立晴海総合高等学校 会議室 
 ＜協議の内容＞ 
 ・厚生労働省から「新求人票に関してすべては無理かもしれないが変更の余地がある」との 
  回答があった旨の報告が全高進事務局長より伝えられた。 
 ・要望文書を全高進でまとめられるかどうかは時間的に不明なので、近進協でまとめて出す 
  方がよいと示唆された。 
 ・要望書提出のタイムリミットについては確認が取れなかったが、国会等の関係を考えると 
  ７月中旬までとのことであった。 
 ・新求人票に関する問題点を整理した文書（京都府から提供された文書を叩き台とした内容 
  のもの）を全高進会長に参考資料として提供。全高進会長は全国校長会ルートなど様々な 
  ルートで伝えるとのことであった。 
 
○2011（平成 23）年６月７日 府進路研 平成 23 年度第３回委員会 
         会 場：大阪府立西野田工科高等学校 会議室 
 
 ・文書「『新求人票についての要望』ブロックまとめ」が示された。そして、近進協から厚 
  生労働省に要望書を提出する方針も示された。 
 
○2011（平成 23）年６月 17 日 近進協 平成 23 年度第２回協議会 
         会 場：大阪市立東高等学校 セミナーハウス 
 ＜要望書の原案を検討＞ 
 ・６月 23 日までに要望文書の細部を再検討し、６月 27 日に近進協各事務局長に最終案を提 
  示することとされた。 
 ・６月 30 日に厚生労働省宛に要望文書を発出することが確認された。 
 
○2011（平成 23）年６月 30 日 近進協から厚生労働省宛に「求人票（高卒）の様式変更につ 
  いて（要望）」（8）を発出 
 
○2011（平成 23）年７月 12 日 府進路研 平成 23 年度第４回委員会 
         会 場：大阪府立西野田工科高等学校 会議室 
 ・近進協の要望書「求人票（高卒）の様式変更について（要望）」を配布 
 
○2011（平成 23）年７月 25 日 全高進理事会総会 
         会 場：国立オリンピック記念青少年総合センター 401 会議室 
 ・近進協野々村誠也会長が新求人票に関する近畿の取り組みを報告（厚生労働省へ要望文書 
  発出など） 
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 ・厚生労働省宛の要望文書を参考資料として全高進星野文男会長に提供 
 
○2012（平成 24）年２月３日 平成 23 年度新規高等学校卒業者就職問題連絡会議 
         会 場：厚生労働省 12 階 専用第 12 会議室 
 
 ・報告の中で、厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部若年者雇用対策室長補佐から改 
  定された新求人票(9)（以下、「改定新求人票」と表記する）が提示され次の説明があった。 
 ＜改定新求人票について＞ 
    ハローワークシステムの最適化計画の一環であり、職業紹介システムをすべて統合す 
   るためであるが、まだまだ不十分な面もある。 
    各労働局を通じて高校側の意見も届いており、予算を確保して可能な限り改定した。 
   今後も改定していきたい。 
 
○2012（平成 24）年２月 17 日 近進協 平成 23 年度第４回協議会 
         会 場：大阪府立清水谷高等学校 会議室 
 ・事務局長から平成 23 年度新規高等学校卒業者就職問題連絡会議の報告があり、改定新求人 
  票の書式で改善された部分と問題が残っている個所が確認された。 
 
〇2012（平成 24）年４月 13 日 近進協 平成 24 年度第１回幹事会 
         会 場：京都キャンパスプラザ 会議室 
 
 ・平成 24 年度事業計画（案）を京都府が提示。この中で引き続き改定新求人票に関してさら 
  に改善をめざす取り組みを行っていくことが明記される。 
 
○2012（平成 24）年４月 27 日 近進協 平成 24 年度第１回協議会 
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   科学省の各担当者、並びに全高進関係者、各都道府県から進路指導研究会事務局長 1 名 
   が参加。厚生労働省からは、新規高等学校卒業者の内定状況、都道府県就職問題検討会 
   議における申し合わせ内容、若年者対策関連予算案について、文部科学省からは、就職 
   支援関係予算案、内定状況などの説明が行われる。 
（5） 近畿高等学校進路指導連絡協議会：昭和 44 年設立。近畿各府県の高等学校の進路指導に 
   関し、連絡、調整、研究、協議を行い、生徒の進路保障を図ることに目的としている。 
   昭和 46 年に就職用近畿高等学校統一応募用紙を制定。会員校数約 760 校。滋賀県、京都 
   府立、京都市立、京都私立、大阪府立、大阪市立、大阪私立、兵庫県、奈良県、和歌山 
   県の 10 ブロック構成。協議会と幹事会がそれぞれ年４回開催されている。 
（6） 大阪府高等学校進路指導研究会：昭和 39 年設立。大阪府立、堺市立及び衛星都市立の高 
   等学校並びに特別支援学校高等部設置校における進路指導上の諸問題について、調査、 
   研究、協議、連絡を行い、教育の充実・発展に資することを目的とする。会員校数約 165 
   校。就職、進学、ＨＲ進路学習の３専門委員会のほか、実業、定時制・通信制、支援学 
   校の３部会、府内を９ブロックに分けてのブロック毎にそれぞれ活動が行われている。 
   その他、毎月役員会が開催されるとともに講演会や視察研修、進路指導研修、年２回の 
   総会等が行われている。 
（7） 資料４参照：平成 23 年４月７日付、事務連絡、全国高等学校進路指導協議会事務局長宛、 
   厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部若年者雇用対策室長補佐発。 
（8） 資料５参照：平成 23 年 6 月 30 日付、近進協第 23 号、厚生労働省職業安定局派遣・有期 
   労働対策部若年者雇用対策室長宛、近畿高等学校進路指導連絡協議会会長野々村誠也発。 
（9） 資料６参照：改定された新求人票 
